
年 年

□義務的事業 ■任意的事業

□直営 ■一部委託 □全部委託 □補助等

平成

18

19

20 1,600 3,629

1,600 3,391

公営企業
1,600 13

投資及び出資金 貸付金 繰出金 投資的経費物件費 維持補修 補助費等 積立金
性質別内訳
人件費 扶助費 公債費

受益者負担率 0 0 0 0

4,991 5,229
計
年間経費 1,600 1,613

単価 8,000 8,000 8,000 8,000

0 0内
訳
人工 0 0

1,600人件費 1,600 1,600 1,600

3,629一般財源 13 3,391

受益者負担分(使用料等)

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

市債

その他

3,629事業費（千円） 0 13 3,391

事業運営方法

H17年度決算 H18年度決算 H19年度最終予算 H20年度当初予算 H21年度計画額 H22年度計画額 前期4年間計

・対象者　　　　　　　　市内に居住、または通勤・通学する個人
・開催時期・回数　　　春の施設めぐり（５～７月）　１９回、親と子の施設めぐり（８月）　９回、秋の施設めぐり（９～１１月）　２０回
・定員　　　　　　　　　 大型バス４０人（水窪コース（中型バス）のみ２５人）　   ※応募多数の場合、抽選
・参加費　　　　　　　　無料　※昼食のみ実費。
・コース　　　　　　　　 市役所発着コースとそれ以外の各区役所発着コース（１回ずつ）を設定
・見学施設　　　　　　 市内の市・県及び民間の特色ある施設　≪見学施設　：　36施設（市有施設 27・その他 9）≫
・応募方法　　　　　　 往復はがき、ｅメール
・周知方法　　　　　　 広報はままつ、市ホームページへの掲載、公共施設へのパンフレットの配架、ラジオなどでのＰＲ
・アンケート　　　　　　参加者を対象に必ず実施

事業の性格分類 実施根拠（法令、条例等） 新市建設計画事業 ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ提案事業

活動内容

市政への市民参加と市民協働によるまちづくりを推進するため、市民等を対象に市の施設などを見学しても
らう施設めぐりを実施し、市政への理解や認識を深めてもらうとともに、施設の運営や市政全般について意
見を伺い市政運営の参考とする。≪昭和38年度～平成18年度　　延べ165,303人参加≫

昭和 38

目的 （対象、意図、求められる結果） 開始年度 終了予定年度

事業概要

施設めぐり事業

事業名 戦略性

広聴広報費
（旧科目コード）

事項

目の名称 科目コード

施策・事務事業

分かりやすい市政情報の発信と広聴機能の充実
計画コード

款 項 目

政策名（上位目的） 分野 部 課

所属名 広聴広報課 作成者 松永直志

事業番号２７
【平成19年度】

課コード 000303 作成日 平成20年5月9日



A 高い

B

C

D 低い

A 高い

B

C

D 低い

A 非常に有効

B やや有効

C あまり有効でない

D 有効でない

A 単位当たり経費が前年比マイナス

B 単位当たり経費が前年とほぼ同じ

C 単位当たり経費が前年比プラス

D 評価できない

□拡大・充実

□現状のまま継続

□縮小

□廃止

施設めぐりを実施したことによる効果をこれまで以上に把握するため、参加者へのアンケート内容の見直しを検討する。また、市民から寄せら
れた自由意見は、関係する課や見学施設へ回付しているものの、どのようにいかされているかわからないので、今後は、追跡調査を行い、意見
の反映状況を確認する。
《問題意識》
・初めて参加する人を増やしたいが、参加する人はリピーターが多いため、期待するほど効果があがらない。≪初回参加は26.2%≫
・民間への委託化により、事業のサービス水準が高まった反面、参加者の観光意識が強まる傾向にある。
・広聴事業として幅広い年齢層を期待しているが、現実として高齢者の参加が多い。≪60歳以上の参加は78.7%≫
《想定結果》
⑤市の実施が適当だが改善を要するもの

〔備考〕事業に対する市民・市民活動団体・事業者・議会からの指摘

・「参加した人」や「抽選で参加できなかった人」からは、有料でもいいので、回数を増やしてほしいという要望がある。
・「参加した人」からは、市政への理解が深まったという声をよく聞く。

現状
参加者の口コミによる広報効果、また、広聴機能の一手段として施設めぐりは
有効と考えるが、施設側における受入体制の課題など実施回数に制限がある
ので、現状のまま継続したい。

　　具体的な改善内容・事業の方向性等

民間への委託化（Ｈ１９）により経費の削減とともに、運行時間の有効活用
による事業の充実が図られ、参加市民への対応が向上した。反面、事業の
充実とともに、施設との連絡調整などが以前に比べ求められた。

今後の事業展開

規模 （分析・理由）

Ｂ
市に対しての意見を聴いたり、市民の一体感を早期に醸成するためには、
施設の選定など企画段階で主体的に関わる必要性がある。

事
後
評
価

有効性 （分析・理由）

Ｂ
参加できる市民は限られるものの、市政に関して幅広く意見を伺うことがで
き、広聴機能として有効である。≪参加者1,533人から172件の意見提案あ
り≫

効率性 （分析・理由）

Ａ

　　過年度の実施内容

・平成１７・１８年度において、新市の一体感の醸成を目的としてコースを設定し、この期間だけ名称を「新市めぐり」と変更して実施した。また、
初めて参加する市民を数多く募るために、本庁だけでなく、総合事務所も出発地とするコースを新設した。
　《平成17年度実績》　参加者　1,325人（31回）　　　　《平成18年度実績》　参加者　1,113人（33回）

事
前
評
価

必要性 （分析・理由）

Ａ
市民に市の施設などを知っていただくことは、市の取り組みだけでなく地域
固有の伝統や文化、産業を知る機会にもなり、さまざまな意見を聴取する
ために有効である。

行政関与の妥当性 （分析・理由）

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

定性評価

単位当たり経費変動率 ％ 348.1%

5,229

単位当たり経費 千円/単位 853 2,971 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

年間経費（事業費・人件費の合計） 千円 1,613 4,991

1.68

1.25 1.25 1.25 1.25参加者の応募倍率
（応募者数÷募集定員）

目標 倍 1.25

実績 倍 1.89

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

指標２ 単位 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度

単位当たり経費変動率 ％ #VALUE!

5,229

単位当たり経費 千円/単位 #VALUE! 52 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

年間経費（事業費・人件費の合計） 千円 1,613 4,991

80

実績 ％ － 96

H20年度 H21年度 H22年度

参加者の満足度
（参加者アンケート結果）

目標 ％ － 80 80 80

指標１ 単位 H18年度 H19年度

定量評価


